
十
月
一
日
消
費
者
物
価
が
一
気

に
六
五
〇
〇
品
種
を
超
え
る
い
っ
せ

い
値
上
げ
が
強
行
さ
れ
、
私
た
ち
消

費
者
の
暮
ら
し
は
最
悪
の
状
態
に
落

ち
込
ん
で
い
ま
す
。

九
月
議
会
の
総
務
警
察
常
任
委
員

会
で
多
く
の
市
民
の
皆
様
か
ら
「
消

費
税
五
％
へ
、
イ
ン
ボ
イ
ス
の
実
施

中
止
」
の
請
願
が
出
さ
れ
審
議
し
ま

し
た
、
自
民
、
公
明
、
府
民
ク
ラ
ブ

（
立
憲
、
国
民
共
同
会
派
）
維
新
が

そ
ろ
っ
て
否
決
す
る
に
至
り
ま
し
た
。

国
内
企
業
物
価
指
数
は
、
急
激
な

上
昇
を
続
け
て
い
ま
す
。
木
材
・
木

製
品
が
一
七
四
・
六
、
石
油
・
石
炭

製
品
が
一
五
二
・
三
な
ど
、
燃
料
と

原
材
料
が
、
二
〇
〇
〇
年
平
均
と
比

較
し
て
お
よ
そ
一
・
五
倍
に
も
及
ん

で
い
ま
す
。

輸
入
物
価
指
数
は
一
七
八
・
七
と
な

り
、
２
倍
に
迫
る
勢
い
で
す
。
分
野

別
で
は
、
石
油
・
石
炭
・
天
然
ガ
ス

が
三
三
七
・
一
、
木
材
・
木
製
品
・

林
産
物
が
二
〇
二
・
一
、
金
属
・
同

製
品
が
一
六
六
・
六
、
飲
食
料
品
・

食
料
用
農
水
産
物
が
一
五
六
・
二
な

ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

国
内
企
業
物
価
指
数
（
二
〇
〇
〇

年
平
均
＝
一
〇
〇
）
は
、
八
月
に
一

一
五
・
一
と
な
り
、
価
格
転
嫁
が
進

め
ば
消
費
者
物
価
を
一
層
押
し
上
げ

ま
す
。
転
嫁
し
き
れ
な
い
中
小
企
業

の
経
営
を
圧
迫
し
ま
す
。

輸
入
物
価
高
騰
の
原
因
の
半
分
は
、

円
安
に
よ
る
も
の
で
す
。
約
二
四
年

ぶ
り
と
な
る
一
四
五
円
台
に
迫
る
円

安
・
ド
ル
高
水
準
が
、
企
業
物
価
の

上
昇
に
拍
車
を
か
け
、
円
安
の
影
響

は
、
ト
ヨ
タ
な
ど
大
量
の
輸
出
や
現

地
生
産
を
す
る
大
企
業
に
と
っ
て
は
、

海
外
で
得
た
ド
ル
な
ど
の
通
貨
を
円

に
換
算
し
た
と
き
に
、
大
き
な
も
う

け
と
な
っ
て
い

ま
す
。

逆
に
、
中
小

企
業
や
小
売
店

な
ど
の
国
内
需

要
に
主
な
販
売

対
象
が
あ
る
企

業
は
、
十
分
な

価
格
転
嫁
も
で

き
ず
、
燃
料
や

原
材
料
の
値
上

が
り
に
直
撃
し

て
い
ま
す
。

七
月
の
帝
国

デ
ー
タ
バ
ン
ク

調
査
で
は
、
円

安
が
業
績
に
プ

ラ
ス
と
答
え
た
企
業
は
四
・
六
％
に

す
ぎ
ず
、
六
一
・
七
％
が
マ
イ
ナ
ス

と
答
え
ま
し
た
。
同
社
の
集
計
で
は

円
安
に
よ
る
輸
入
コ
ス
ト
上
昇
が
原

因
と
な
っ
た
倒
産
は
二
二
年
一
～
八

月
の
累
計
で
二
一
年
を
上
回
る
多
さ

で
す
。
企
業
物
価
の
上
昇
が
消
費
者

物
価
を
さ
ら
に
引
き
上
げ
、
長
期
的

な
物
価
高
に
つ
な
が
れ
ば
、
国
内
需

要
を
し
ぼ
ま
せ
ま
す
。
異
常
円
安
は
、

日
本
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
と
そ

こ
で
働
く
人
た
ち
へ
の
大
打
撃
で
す
。

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
が
ス
タ
ー
ト
し
た

一
二
年
度
と
比
べ
る
と
、
二
一
年
度

の
経
常
利
益
は
一
・
六
七
倍
で
す
。

内
部
留
保
は
一
・
四
五
倍
で
す
。
支

払
っ
た
法
人
税
（
地
方
税
を
含
む
）

は
、
安
倍
政
権
が
税
率
を
連
続
し
て

引
き
下
げ
た
た
め
、
一
・
二
八
倍
の

伸
び
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。
同
期

間
に
株
主
へ
の
配
当
金
は
二
・
〇
二

倍
、
役
員
報
酬
は
一
・
二
一
倍
で
す
。

こ
れ
に
対
し
て
賃
金
は
一
・
〇
五
倍

と
、
ほ
ぼ
横
ば
い
で
す
。
格
差
は
広

が
る
一
方
で
す
。

今
こ
そ
景
気
回
復
、
中
小
企
業
支

援
、
消
費
者
生
活
支
援
の
た
め
に
も
、

消
費
税
五
％
減
税
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
中
止
目
指
し
て
頑
張
り
ま
し
ょ
う
。

同
時
に
国
の
物
価
高
騰
対
策
は
ガ

ソ
リ
ン
の
支
援
延
長
と
前
回
の
低
所

得
者
へ
の
十
万
円
を
半
分
に
し
て
非

課
税
家
庭
へ
の
五
万
円
と
微
々
た
る

支
援
で
す
。
本
格
的
な
支
援
実
現
へ

声
を
上
げ
げ
ま
し
ょ
う

〈中京府議会報告〉※ご意見をお寄せください。お待ちしています。
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原田 完です
がんばります

物
価
値
上
げ
の
秋
に
う
ん
ざ
り

おすすめ記事
日刊紙（10月3日付）

朝の風

電気自動車増えるも…

電気自動車（ＥＶ）と、

外部充電が可能なプラグイ

ンハイブリッド車の新車販

売は２０２１年に急増し、

期せずして中国でもＥＵで

も新車販売の１５％超となっ

た。日本はわずか１％であ

る。

２２年に入り、日本でも

ＥＶの新車が相次いで販売

され、補助金もあって購入

が増えた。ＥＶから家に電

気を送ることもできる充放

電設備の導入も増えている。

ところが、政府は予算を理

由に、９月２０日をもって

充放電設備への補助金の受

け付けを終了した。ＥＶな

どへの「クリーンエネルギー

自動車導入促進補助金」の

受け付けも、１０月下旬に

終了する。

申請は納車して初めての

登録まで行わないとできな

いが、現在は契約から納車

まででも数カ月かかる。補

助金の打ち切りによる混乱

や、ＥＶの購入減が懸念さ

れる。追加の予算は急務で

ある。

一方、地方自治体による

補助金は格差が大きい。東

京都の補助金は個人で通常

４５万円、再エネ電力の導

入と合わせれば６０万円に

なる。しかし、独自の補助

のない、あるいは数万円の

自治体もたくさんある。よ

く走る車を切りかえるほど、

ＥＶによる排出削減の効果

は大きくなる。全ての自治

体が、ＥＶへの補助を含め

て自発的な環境対策をでき

るよう、国は十分に支援を

するべきだ。（鮨）

国会で岸田内閣を徹底追及！

10月3日から臨時国会が始まりました。。

この国会は、一方で岸田政権があらゆ

る分野で行き詰まりと危機に陥り、他方

でこの政治を変えようという国民的運動

の新たなうねりがわきおこり、政治の潮

目が大きく変わるなかでの国会となりま

す。

国民が怒りを募らせている「国葬」

「統一協会」について一言の反省もない。

物価高騰からどうやって暮らしと営業

を守るか。具体策が全くありません。

具体的対案を示し、国民の期待にこた

える論戦で全力を尽くします

今
こ
そ
、
中
小
企
業
・

消
費
者
生
活
の
支
援
を

JCP京都フェス

日時 10月22日（土）

午後2時～

場所 みやこめっせ

（京都市左京区）

小池晃書記局長がお話しします


